
 

第 138 回中央教育審議会総会及び第 132 回生涯学習分科会 

における主な意見 

 

 

総会 

〇人口が減少する中、経済成長に向けた労働力の確保の観点から、外国人の活躍に向

けた環境整備として、質の高い日本語教育が重要。法的な環境整備は大まかな枠組

みができたところ、今後の議論を通じて、外国人の日本語教育について深掘りし、

更なる環境整備やそれを通じた地域コミュニティにおける外国人とのつながりが

強まることを期待。 

 

 

生涯学習分科会 

（社会教育全体、地域コミュニティにおける社会教育について） 

〇諮問の背景として、第４期教育振興基本計画に新たな教育の役割と社会教育の定義

が示されたことが大きい。現行法で学校教育以外の組織的な教育活動とされている

社会教育は、「 学び」を通した人々の関わりやつながりを作っていく、地域コミュニ

ティの人的な基盤を作っていくものであるとされている。臨時教育審議会の最終答

申では、いわゆる学歴社会から学習社会への転換が示されたものの、生涯学習の推

進は個人の問題とされたのではないか。今回の新たな社会の在り方を考える上で、

社会教育が捉え直されたのは、個人のウェルビーイングは生涯学習で考え、それを

保障するための社会・環境のウェルビーイングを社会教育が担い、互いに高め合う

好循環がつくられる社会を考えていくという構造ではないか。社会教育人材部会で

は、この社会教育の担い手として、社会教育主事や社会教育士を社会に実装、展開

していく新たな方向性が示された。 

〇超少子化社会や地域コミュニティの希薄化といった社会課題は、20 年前から文部

科学省の様々な報告書に記載され、国民の実感としても危機意識がある。社会教育

主事や社会教育士が、社会教育の観点から行政の縦割り機構の横串を通していく上

で、目詰まりは何か検討が必要。また、社会教育という概念が国民や自治体職員に

も十分に浸透してないのではないかという懸念がある。これらの課題を顕在化させ、

目詰まりをどう取るのかの議論が、必要な施策や提言につながるのではないか。 

〇社会教育は地域コミュニティにおけるセーフティネットとして、災害や様々な課題

に即応できる仕組みづくりも可能なノンフォーマルな学びであり、学びの場や機会

の提供が極めて重要。旧来の社会教育施設だけではなく、例えば空き家などを活用

し、地域の多様なニーズに即座に対応できるようなプログラムを考えて、まちづく

りに貢献するような活動を普及するための工夫についても議論してほしい。 
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〇近年地域に貢献したいという意識の高い人が増えているが、子供が地域イベントで

ボランティア活動をしたい場合に教員の引率が必要となると、休暇期間中などは働

き方改革の観点もあり難しい。社会教育士のような方が、子供の引率など、従来の

教員に替わるような活動も担い、子供や若者が地域のまちづくりに貢献できる仕組

みづくりを議論すべき。 

〇社会教育を振興するうえで、学びたくなるような空間「・力力的な場、デジタル環境

の駆使による時間の融通が利くような工夫、社会教育人材による人と人の間をつな

ぐコーディネート力、社会教育人材の学校への配置を通じた社会教育と学校「・地域

コミュニティとの連携が重要。若い世代が基盤となって、学ぶ喜びを共有する地域

コミュニティを育んでいく視点が重要。 

〇社会教育が、教養的な内容だけではなく、関係部局での計画も踏まえ、防災やまち

づくりなどを学ぶものへと広がり、社会で学ぶ意識が高まっている。さらに社会全

体で子供を育て、自分も成長するという意識が高くなっている。地域で学ぶことで

社会への貢献意識も高くなり、広い意味での社会教育が今後も展開されることに期

待。 

〇地域コミュニティの基盤を支える社会教育というのは、まさに社会教育の実践と研

究の本道であり、環境問題、高齢者、子育て、男女平等、共生社会など幅広いテー

マが存在するが、人口問題が１つのポイント。Iターンや Uターンは、単に仕事だ

けではなく、自分がやりたいことを共に考えてくれる住民の存在が条件になってい

る。また、地域の基盤を支える人口が減らないようにするためには、高校生に対し

て自分の住む地域の経済循環を学んでもらい、地域の可能性に気がついてもらうこ

とが重要。 

〇第４期教育振興基本計画の柱の１つとして日本社会に根差したウェルビーイング

の実現が掲げられているが、社会教育の現場の受け止めには温度差があり、それぞ

れの地域の価値観を考えることができる場が求められている。 

 

（外国人を含む社会的包摂について） 

○新たな社会教育の在り方では、この社会の基盤を作り、豊かに形成していく、例え

ば外国人や障害者の方々など社会的な弱者の方々も包摂し、より豊かな価値を持っ

た社会を作るための社会教育を考えるべき。 

〇外国人を含むマイノリティーの人たちが社会に包摂され、地域にどのように溶け込

んでいくのかは非常に大事な問題。昨今、子供の貧困、特に子供たちの間に体験格

差が広がっており、格差解消に向けた社会教育の取組が行われているが、外国人を

含む情報弱者には情報が届きにくく孤立してしまう状況があるため、その観点も含

めた社会教育の在り方を考えるべき。 

〇海外では、地域の図書館が外国人市民の学びや居場所になっている例がある。日本

語学校は都市部に集中しているため、移民を含めた外国人の学習機会の保障には、

地域の身近な社会教育施設を活用できるのではないか。その際、外国人の方が学習
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者としてだけではなく、主体的に運営に参加し、社会参加できるよう支援するべき。

また、社会教育関係職員の養成の段階から、マイノリティーの方のニーズを取りあ

げ、円滑なコミュニケーションの取り方も扱うべき。 

〇子供も大人も地域で共に学ぶ環境を充実させることがポイント。さらには、学校に

社会教育人材等を配置し、保護者を含む若い世代のコミュティが基盤となって、地

域全体のコミュニティを育む視点を持つ必要がある。 

〇現役世代は子育てや仕事が忙しく時間的に余裕がなく、公民館に足が向かない。そ

のため、乳幼児を育てる若い保護者と小中学生に一番力を入れて、社会教育の柔軟

性や面白さを経験してもらい、仕事や子育てが落ち着いたところで、公民館や地域

で活躍してもらいたいと考えている。 

 

（デジタルの活用について） 

〇今後の社会教育の在り方について、忙しい現代社会の中で、様々な時間帯での活動

も大事であり、地域コミュニティのつながり合いの中の一つの機会として、デジタ

ル環境の活用により時間の融通が利くこともある。 

〇子育てや仕事が忙しい現役世代に対しては SNS を活用している。小さい子のいる子

育て世代は家から出ることがとてもハードルが高い。 

 

 

（関係機関との連携について） 

〇持続的で実効性のある社会教育に向けては、個人の熱意やボランティア精神に過度

に依存するのではなく、参加者一人一人がメリットを感じられるように、地域での

学びを持続可能なものにすることが重要。総務省をはじめとした関係省庁を巻き込

みながら、予算確保も含めた様々な施策に向けた対応が必要。 

〇首長部局側も行政課題解決に向けて、学びを基本に据えた取組をしたいという意識

が強まっており、社会教育側は待ちの姿勢ではなく、提案を積極的に投げかけてい

く方が新しい多様な事業が生まれる。こうした協働の学びの場を社会教育側から、

とりわけ社会教育主事の仕事としてアプローチしていくべき。 

〇今後の社会教育の推進に当たっては、図書館の活用と図書館司書の活躍が鍵であり、

社会教育主事、社会教育士、図書館司書の連携や産学官の連携が非常に重要。 

〇学校教育と社会教育の橋渡しの役割を果たす社会教育人材が、持続可能な地域コミ

ュニティの重要な基盤となり得る。学校教育の観点では、教員が担う業務の適正化

の推進のためには、保護者や地域住民、首長部局等の理解、協力、連携が不可欠。

社会教育の観点では、社会教育施設の拡充や更新が縮小されてきており、多様な参

加者確保も課題。部活動の地域移行や学校施設の地域利用など、学校教育と社会教

育の更なる融合の発想も必要。 

〇地域学校協働活動の展開が非常に有効な制度であり、子供をまんなかに置くことで

大人だけだとうまくいかないこともうまくいき、発展していくことができる。 
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〇教員の多忙化の中、コミュニティスクールを活性化し学校と地域が連携するために

は、各小中学校に大学の地域連携室のようなものを置き、社会教育士が地域とのコ

ーディネートを担うと良いのでは。また、社会教育施設が首長部局所管の場合、社

会教育主事や教育委員会との連携が弱くなるため、学校にいる社会教育士との連携

を通じて、部を超えた密接な関係を創れると良いのでは。 

〇2040 年問題として消滅可能性自治体が指摘されるが、これを回避するのに個人の

成長と地域社会の発展を両立する社会教育は有効。一方、行政だけが担うのではな

く、産学官連携が必要であり、重要なプレーヤーとして地域の大学を巻き込むこと

も必要。学生が住民と地域の課題解決に取り組んだり、地域のスポーツや文化活動

のリーダーとして活躍したりすることは、地域社会の発展のほか学生のキャリア形

成の刺激としても重要。地域大学を中心に産学官がネットワーク型の社会教育シス

テムを構築し、国として支援をすることも重要。 

〇社会教育は企業の立場から見ると手付かず。特に社会教育士は、民間企業で働きな

がらも称号を得ることができ、社会教育士の数を増やす面からも、民間企業での取

得を産業界・企業として推奨することの有効性は高い。 

 

（新部会の体制について） 

〇社会教育の裾野を更に広げるためにも、部会の議論に参加する方々の多様化が重要。

委員、ゲストスピーカーの多様化や、今まで社会教育の議論に参加していなかった

領域の方々からの意見を反映させていくことが重要。 

 


